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総合的沿岸域管理の必要性総合的沿岸域管理の必要性

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 2



沿岸域への人口・活動・価値の集中沿岸域への人口・活動・価値の集中

海岸線からの距離海岸線からの距離海岸線からの距離海岸線からの距離沿岸市町村へ人間活動の集中*

世界の沿岸域への人口の集中**

沿岸市町村 内陸市町村
人口人口人口

00--100 100 kmkm00--100 100 kmkm
37%37%37%37%

面積

100100-- kmkm100100-- kmkm
63%63%63%63%

工業出荷額

人口
エスチャリー・
藻場・サンゴ礁
エスチャリー・
藻場・サンゴ礁ウェットランドウェットランド1%1%1%1% 1%1%1%1%

沿岸域の経済価値***

商業販売額

工業出荷額
アップ
ランド
アップ
ランド

29%29%

13%13%13%13%15%15%15%15%

価値価値価値価値価値価値

0% 20% 40% 60% 80% 100%
海洋海洋

50%50%

22%22%

69%

価値価値価値価値価値価値

面積面積面積面積面積面積

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

【*海岸長期ビジョン懇談会（1994），**Cohen et al.（1997），***Constanza et al.（1997）】
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沿岸域環境の基本構造沿岸域環境の基本構造

環境基盤
気象・海象・地象

環境評価手法、環境影響評価手法
環境創造技術（藻場、干潟）
環境（波浪、流動、漂砂）制御構造物、

創 構

統合沿岸域管理が必
要 効果的

自然・生態

気象 海象 地象
水循環（汽水域）
土砂収支（地形、粒径）
物質収支・水質
食物連鎖網 生態系

環境（生息場）創造構造物
流動（密度効果、３次元）・低次生態系
・生活史モデル
３次元解析（密度効果 汽水域）

要・効果的

食物連鎖網・生態系
水産資源
エネルギー収支
熱収支

３次元解析（密度効果、汽水域）
混合粒径（シルト・粘土）、環境教育

性能設計、合意形成、順応的管理、モニタリング
ミティゲーションバンキング

安全・防災 開発・利用

熱収支
物流・人流
廃棄物・リサイクル 利用施設の機能向上

長周期波、越波、
静穏度、水位上昇、

ミティゲ シ ン ンキング
教育・情報普及（防災、利用のルール、生態系）
統合沿岸域管理、里浜づくり

安 防災 開発 利用
高潮（リアルタイムシミュレーション、予報）
津波（波源、地形影響、非線形性、分散性）
耐震設計、耐震・免震構造
利用（海岸保全区域外 港湾 漁港）区域の保全

静穏度、水位上昇、
漂砂制御（航路・泊地維持）、小規模港湾
小規模な港の機能性・稼働率向上
利用外力時の安全（人工海浜、離岸流）
レクリ シ ン利用 ツ リズム利用（海岸保全区域外＝港湾・漁港）区域の保全

日常的利用・生態系（生息場、生物移動）
ソフト対策（ハザードマップ、予警報、避難態勢）
侵食対策、総合土砂管理、長期対策、養浜、

レクリエーション利用、エコツーリズム
空港（超大型航空機、首都圏第３空港）
大規模構造物の環境影響評価
災害時の利用機能評価

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

侵食対策、総合土砂管理、長期対策、養浜、
サンドバイパス、海面上昇対策、防災教育

災害時の利用機能評価
利用のルール、教育
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沿岸域管理の構造沿岸域管理の構造

物質循環の総合的管理
(水、土砂、水質・生態系）

地先沿岸の
日常的管理

河川流域の範囲

市区町村界

５海里 12海里（領海）水深20ｍ

100ｍ (海浜植生の陸側限界)
200海里

＋
延伸大陸棚

コアエリア

基 本 エ リ ア

（藻場の
限界水深）

≪市町村（地域住民も協力）≫

広 域 エ リ ア

≪市町村≫

≪国または都道府県≫

≪国≫≪　≫は主な総合的管理の主体

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

[図:横内憲久氏提供]
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流砂系の総合土砂管理流砂系の総合土砂管理

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 6



流砂系の総合土砂流砂系の総合土砂管理管理 。。
砂の移動限界を5mとして
160ha/年 x 5m
= 800万m3/年

正味減
少速度

正味減
少

堆積侵食
正味消
失速度

正味損
失

堆積侵食

平均変化幅
砂礫海岸

延長

面積変化

期間
正味減
少速度

正味減
少

堆積侵食
正味消
失速度

正味損
失

堆積侵食

平均変化幅
砂礫海岸

延長

面積変化

期間 全国平均幅30mの
砂浜が180年

 800万m /年

0 1682 52 34 81602 3952 2104 605昭和～平成(15年）

0.0765.37.913.2
9,499.10

725,0597,48012,539明治～昭和(70年）

(m/年)(m)(m)(m)(km)(ha/年)(ha)(ha)(ha)

少速度少失速度失

0 1682 52 34 81602 3952 2104 605昭和～平成(15年）

0.0765.37.913.2
9,499.10

725,0597,48012,539明治～昭和(70年）

(m/年)(m)(m)(m)(km)(ha/年)(ha)(ha)(ha)

少速度少失速度失

～1/6 m/年

砂浜が180年で
消滅する速さ

0.1682.52.34.81602,3952,2104,605昭和 平成(15年） 0.1682.52.34.81602,3952,2104,605昭和 平成(15年） 1/6 m/年

流砂系の総合的土砂管理
＝山・川・海岸・沖合
（関係省庁）の連携 沖合の土砂

オープンダムの設置
既設ダムのスリット化

排砂ゲ ト

（関係省庁）の連携 沖合の土砂
賦存量の把握

ダム堆積土砂の活用
置砂・下流河道や養浜へ

河川環境の

排砂ゲート
バイパストンネル
大流量放流

河川環境の
再生

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

[田中ら(1993)海岸工学論文集, 40, 416-420.  国土交通省河川局資料を改変 ]

砂浜の再生
沖合土砂の利用
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閉鎖性内湾の閉鎖性内湾の閉鎖性内湾の閉鎖性内湾の

水質 生態系の保全水質 生態系の保全水質・生態系の保全水質・生態系の保全

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 8



国内外の閉鎖性内湾の海域面積当たりの人口国内外の閉鎖性内湾の海域面積当たりの人口
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東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

[エメックスセンター閉鎖性海域情報（http://www.emecs.or.jp/japanese/encsea.html）から作成]

湾
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閉鎖性内湾の水環境問題閉鎖性内湾の水環境問題

栄養塩負荷の高い東京湾
←東京湾1haあたり人口300人
世界的に突出 日本の特徴世界的に突出＝日本の特徴

富栄養･過栄養化

赤潮赤潮

底層水の貧酸素化

青潮青潮

生物の減少、生態系の劣化

水産資 減少水産資源の減少

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 10



硝酸態窒素（硝酸態窒素（NONO33--NN）の周年変化）の周年変化

放水量

2000
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東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

1999/ Year/ Month 2000/
4    5    6    7    8    9    10   11   12    1    2

12

[鯉渕幸生ら（2000）海岸工学論文集, 47, 1066-1070.]
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沿岸域の防災・減災沿岸域の防災・減災

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 12



海岸保全施設の構成の変遷海岸保全施設の構成の変遷

(x0.1 km: 砂浜)
( 1 k その他)

6,000

7,000

(　x1 km: その他)

4 000

5,000

6,000
護岸

2 000

3,000

4,000
堤防

消波工・消波堤 砂浜

0

1,000

2,000

突堤
離岸堤

消波工・消波堤 砂浜

0

'60 '65 '70 '75 '80 '85 '90 '95 '00 '05
年 度

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

[海岸統計（国土交通省河川局編）より作成]
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日本の海岸線の変遷と今後の維持費用日本の海岸線の変遷と今後の維持費用

補修・更新の必要量：
10,000km / 50年 = 200km/年
~ 10 000km / 100年 = 100km/年

海岸保全の新たな
技術・手法が必要

~ 10,000km / 100年 = 100km/年

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

[海岸統計（国土交通省河川局編）より作成

限られた予算で地域特性に
応じた防災・減災の必要性
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津波のリアルタイムモニタリング津波のリアルタイムモニタリング
新しい防災の技術開発

GPS 津波計
(港湾空港技術研究所)

DONET（海洋研究開発機構）
新しい防災の技術開発
（沖合との連携）

津波津波τ l

h 離島のないところには
oh

o0

2
gh
l

gh
dxl

== ∫τ

離島のないと ろには
洋上観測基地を設置

多目的海洋

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

【http://www.jamstec.go.jp/jamstec-e/maritec/donet/index.html, 
http://www.pari.go.jp/bsh/ky-skb/kaisho/report/20050434sangitaisho/20050434sangitaisho.htm 】

（例） 沖合100km、水深1kmで観測 → 30分以上の余裕 基地の建設
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津波・高潮の諸対策の特徴津波・高潮の諸対策の特徴

防護対象 防護活動主体

期間
短縮

防護対象 防護活動主体

対　　策
行政

専門
家

超過
外力
対応

費用
削減

生命

住民
高齢者
身障者

来訪者
利用者

財産

住民
来訪者
利用者

ハード 堤防・護岸 ◎ ◎ ○ ◎ △ △ ◎ ○ △ △ △

土地利用計画
◎ ◎ ◎ ◎

身障者 利用者

土地利用計画
（セットバック）

◎ ◎ ○ ◎ ○ △ ◎ ○ △ ▽ △

建築制限 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○ △ △ △

避難 ○ △ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○

ソフト
防災学習・
教育

○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○
教育

継続的な
防災教育

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 16



地球温暖化への適応策地球温暖化への適応策

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 17



地球温暖化の沿岸域への影響伝播図地球温暖化の沿岸域への影響伝播図

水温上昇

気温上昇 植生変化

自然的影響 社会的影響

⑧

④①
低湿地・干潟の消失

砂浜の減少・消滅

バリア島・砂嘴の後退・消滅

海崖の侵食

マングロ ブの消失

水没

海岸侵食温
室

自然・生態系

景観

レクリエ シ ン

④①

マングローブの消失

サンゴ礁の消失

潮汐プリズムの変化

海水交換率の低下

湖沼への塩水侵入

塩

塩分濃度の上昇

密度成層・貧酸素層の形成

淡水取水施設の機能低下

潮汐・潮流変化

海面上昇

効
果
ガ
ス
増
加

レクリエーション

⑧
③

②

⑦

河川への塩水侵入

地下水への塩水侵入

淡水レンズの減少

地下水位の上昇

河口の断面変化

淡水取水施設の機能低下

塩害の拡大

地盤支持力の低下

地盤液状化危険度の増大

航路 埋没

塩水侵入

土砂堆積変化

地
球
温
暖
化

農業

水資源

⑤

③

プランクトン増殖量の変化

藻場の消失

水深・波高の増大

打ち上げ高・越波量の増大

波力の増大

航路の埋没

水産資源の変化

海岸保全施設の機能低下・被災

港湾施設の機能低下・被災

臨海部の浸水

高潮増大

波浪増大台風巨大化

化

漁業
水中光量減少

④

⑥

⑦

②

①

波力の増大

風圧力の増大

高水流量・高水位の上昇

渇水流量の減少

臨海部の浸水

臨海道路・鉄道への影響

排水能力の不足

橋梁桁下高の不足

ダムの治水・利水機能の不足

波浪増大

風速増大

降水量増大

降水パターン変化

台風巨大化

降水変化

社会基盤施設

⑤

⑥

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

潮流変化
⑥
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３大湾における海面上昇の影響（２１世紀末）３大湾における海面上昇の影響（２１世紀末）

大阪湾 伊勢湾 東京湾

平均海面が59cm上昇した場合の

現状
海面

上昇後
倍率

３大湾のゼロメートル地帯の面積と人口

上昇後

面積（k㎡） 577 879 1.5

人口（万 404 593 1 5

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

[国土交通省「海岸における地球温暖化適応戦略検討委員会」資料]

人）
404 593 1.5
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海面上昇による打上げ高の増大海面上昇による打上げ高の増大

（余裕高）

浅海域では海面上昇
の影響が増幅される

海面上昇
打上げ高

（余裕高）
打上げ高

（余裕高）

海面上昇

η

堤脚水深

h

波高

H /

周期

T /

打上げ高

R

最高水位

R-h

差

ηrms

[cm]

h

[m]

H1/3

[m]

T1/3

[m]

R

[m]

R h

[m] [m]

0 2.42 4.2 6.6 5.75 8.17

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

65 3.00 4.2 6.6 7.31 10.31 2.14
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海面上昇による海岸侵食海面上昇による海岸侵食

汀線変化汀線変化

初期海水位

海面上昇

等体積 （砂の移動限界水深）

1mの海面上昇で90%の砂浜が失われる砂 失
土砂は貴重な資源である

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 21



地球温暖化に対する漸近的適応策地球温暖化に対する漸近的適応策

漸近的適応策
の開始

適応策実施が必要
（技術と行政の連携）

海

天端高

耐用年数 耐用年数 耐用年数 海面上昇の
面的モニタリング

台風巨大化
による上乗せ

余裕高
観測された
海面上昇量

海面上昇
による上乗せ

余裕高

初期建設
時点での

初期建設
時点での

海面上昇
の外挿値

台風巨大化
等の兆候

必要天端高必要天端高

経過年数現在

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 22



地球温暖化の緩和策地球温暖化の緩和策

再生可能エネルギーの利活用

◆風力発電施設 ◆大規模蓄電施設◆太陽光発電施設◆風力発電施設 ◆大規模蓄電施設◆太陽光発電施設

○風力発電、太陽光発電により得られた電力を港湾活動に利用。○風力発電、太陽光発電により得られた電力を港湾活動に利用。
○安定した電力供給を図るため、大型蓄電施設を設置。

CO2の吸収源拡大
◆藻場・干潟 ◆緑地

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

[国土交通省港湾局資料から作成]
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遠隔離島の保全・利用遠隔離島の保全・利用

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻 24



遠隔離島の保全と利用遠隔離島の保全と利用

遠隔離島の
保全と利用

東京から
約

東京から
約1,950km

保全と利用

約
1,700km

約1,950km

父島から
約
1,200km父島か

ら

南鳥島

地形基盤としての約900km

（出典）海上保安庁海洋
情報部のホームページより

沖ノ鳥島 沖ノ鳥島
地形基盤としての
サンゴ・有孔虫の

増殖

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

バラス島
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海洋鉱物資源の輸送体制海洋鉱物資源の輸送体制

メタンハイドレードの開発イメージ 海底熱水鉱床の開発イメージ

推定埋蔵域
洋上プラットフォーム

採鉱
採鉱船

採掘・精製
積み替え

LNG船

燃料・水・食料等

推定埋蔵域

燃料・水・食料等

輸送

燃料 食料等
の補給

LNG船もしくはパイプ
ラインにより輸送

燃料 食料等
の補給

出荷
ラインにより輸送

選鉱

出荷

備蓄・生産調整

採掘海域周辺の港湾に開発を支援する機能が必要 採掘海域周辺の港湾に開発の拠点となる機能が必要

東京大学
大学院新領域創成科学研究科
社会文化環境学専攻

採掘海域周辺の港湾に開発を支援する機能が必要 採掘海域周辺の港湾に開発の拠点となる機能が必要

[国土交通省港湾局資料から作成]
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